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戦後日本における暦の再編（２）
―「官暦」の頒暦状況について―
荒　川　敏　彦
下　村　育　世
（承，本誌 第51巻第2号）
１．官暦の頒暦数という問題
戦前までの暦は，常に政府の統制下に置かれていた。明治以降終戦時までの期間，最も
長期にわたって「官暦」としての地位を守ったのは，（伊勢）神宮から頒布を許された暦で
あった。しかしこの神宮の暦に関してさえ研究蓄積は少なく，近代以降の暦については未
解明な点が多い。戦前の暦はどの程度の社会的影響力を持ち，どの程度人々の手に渡って
いたのか―戦前から戦後にかけての暦の変遷について研究するうえで，これらは最初に
問わねばならない問題だろう。
神宮暦の研究に取り組んだ西内雅は，明治後半からの暦の頒布数の推移という貴重な
データを紹介している（1）。西内は，明治33年～昭和36年までの60年以上にわたる神宮によ
る頒暦（2）の概数を紹介した上で（3），「大東亜戦争になってから，偽暦などの取締が，極めて
厳しくなったので，昭和十六年から二十年までの頒暦が，飛躍的に厖大になった」（4）こと，
神宮暦の頒暦のピークは昭和18年の498万部であり，戦争も末期の昭和19年，20年には
紙の統制が主な原因で頒暦数も減少していること，さらに敗戦後，神宮暦の頒布数が激減
したことなどを指摘した。
西内が頒暦数を示した明治33年以降というのは，どのような時期であったのか。それは
まず，神宮に特権的に暦の頒布権が付与された「神宮暦」の時代にあたる。その後第二次大
戦直後にいたるまで，暦の編纂および頒布方法に基本的な変化は見られない（5）。明治以降，
最もエポックメイキングな暦の改革というと，1000年以上にわたる太陰太陽暦の使用に終
止符が打たれ，明治6年暦から太陽暦を用いることが決まった，いわゆる「改暦」である。
これほどの改革ではないが，諸改革がその後も続いている。明治16年暦から暦の頒布は神
（1）  西内雅「神宮暦の研究」『神道史研究』11（3），1963年，14頁。ここでいう「神宮暦」について混同がないように
注記したい。神宮からの頒暦は，明治16年暦から昭和21年暦までは「本暦」と呼ばれ，昭和22年暦以降は「神
宮暦」と名づけられており，本稿はこれに従う。西内はこの両者を併せた神宮の頒暦を総称して「神宮暦」と
している。
（2）  「頒暦」とは，暦法によって編纂された暦本を一般に頒ち配ることをいう（また頒たれた暦本を指す場合もある）。
（3）  時代が下るにつれ頒暦の対象地域が「外地」なども含まれて拡大していくことを注記しておく。明治7年～ 22
年は「内地」のみであるが，明治33年以降は「外地」をも含んだ頒暦数である。
（4）  西内，前掲論文，14頁。
（5）  ただし頒暦を実際に行う窓口については，その後も変遷は続く。
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宮によってなされることとなってそれまでの頒暦方法が大きく変革され，明治23年暦か
ら新設の東京天文台が編暦を担うようになる，等々。こうした諸改革は，ほとんど明治32
年以前になされたものであり，戦前の「神宮暦」を支える頒暦と編暦の体制を規定してい
く興味深い動きといえる。それに対して明治33年以降は，「神宮暦」を支える頒暦・編暦体
制が確立された後であり，比較的変化の少ない時期にあたる。
「神宮暦」前史をも含めた形で近代の暦の動向を捉えるためには，明治32年以前の頒暦
数などの基礎データが欲しいところであるが，西内が明治32年以前の頒暦数の「正確な数
は，不明である」（6）としているように，これまでこれらの数値はわからなかった。これは，
「改暦」後しばらくは頒暦および編暦方法が二転三転し，それに伴いその所管省庁も変遷し
たことが一つの原因である。
以下，本稿では，西内が論文に掲載している明治33年から終戦までの頒暦数に，新たに
見出した明治7年から明治22年までの頒暦数も併せて紹介することで，近代以降の頒暦に
ついて，「神宮暦」前史をも含めた形でのおおよその傾向を把握したい。本稿で新たにデー
タを付け加える明治7年から明治22年は，太陽暦が頒布されて以後2年目を起点として，
頒暦は神宮，そして編暦は東京天文台によって担われる体制へと法整備が進められていく
過渡期の重要な時期にあたる。また西内は，頒暦数を脚注に記していることからも推察で
きるように，頒暦数そのものに中心的主題を置いておらず，おおよその傾向について言及
するにとどまっていた。そこで本稿では，官暦の頒暦数に焦点を置き，さらに本暦と略本
暦（7）の内訳数，人口や戸数に対する頒暦率などについても若干の推論を試み，通時的な特
徴についても言及したい。昭和期に関しては，頒暦の地域的偏りなどといった頒暦の特徴
についても述べてみたい。
２．明治から昭和までの頒暦数概観―際立つ昭和16年から20年の多さ
まずは頒暦数の推移について概略を見ておこう。図表1は本暦と略本暦の頒暦数の概数
を万単位で記載し，図表2はそれをグラフ化したものである（8）。西内が指摘しているよう
に，昭和16年から20年の間に頒暦数が飛躍的に増大し，昭和18年に498万部とピークを
迎えている。これ以前は，大正3年の約123万部を底として，150万部から180万部前後を
推移しているが，昭和16年に実に41年ぶりに200万部台を超え，頒暦数の急激な増加を見
（6）  西内，前掲論文，14頁。
（7）  「明治十年暦までは，略本暦を略暦と称していた」（渡邉敏夫『日本の暦』雄山閣，1976年，468頁）とあるよう
に，この時期あたりまでは公文書上においても「略本暦」ではなく「略暦」との記載が見られるが，本稿では統
一して略本暦とし、後の「一枚摺略暦」との区別を明確にしておきたい。
（8）  頒暦数の典拠は，明治7年は内閣記録局編輯『法規分類大全』第1編政体門・制度雑款・暦，94頁，明治8年か
ら13年までは内務省編『内務省年報』第1回～ 5回，明治10年から15年までは内務省編『内務省統計書』，明
治16年から22年までは内務大臣官房文書課編『大日本帝国内務省統計報告』第1回～ 5回，大正元年から12
年および昭和3年から16年は神宮司庁編『神宮便覧』，大正元年・5年･10年および昭和元年から13年は神宮
神部署編『神宮大麻及暦頒布統計表』，昭和14年から16年は神宮神部署編『神宮大麻及暦拝受統計表』であり，
それ以外の年は前掲西内論文に拠る（重複あり）。明治15年までの頒暦数は，明治16年以降と統一するため，
一枚摺略暦を除いた本暦と略本暦の合算数としている。また頒暦数には，朝鮮，台湾，満州関東州，南洋，樺
太，ハワイ，居留地などで頒暦した数も含む。頒暦数は万単位とし，千の位を四捨五入した概数とする。
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図表1　暦の頒布数（本暦+略本暦）
図表2　暦の頒布数（単位：万）
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せはじめる。そして2年後の昭和18年には，大正3年の約4倍の頒暦数を記録した。
昭和16年から20年は突出して頒暦数が増加しているが，時期を遡ってみると，明治14
年の235万部，明治15年の220万部も頒暦数が多いことに気づかされる。それ以外の年は
すべて頒暦数が200万部を下回っていることからも，明治14年，15年に暦に大きな需要が
あったことが窺える。逆に相対的に頒暦数が少なかった時期は，120万部から130万部台を
推移する明治18年から20年，大正2年から6年，昭和6年から10年（9）である。とはいえ昭和
21年暦までは，いずれも100万部以上の頒布が年単位であったということであり，官暦が多
くの人々の手に渡っていたことが分かる。
参考までに頒暦数の対人口比も見ておきたい。明治以降，日本の人口は急激な増加を
し，終戦時の人口は明治初期のそれに比べておよそ2倍となっており，頒暦数だけを見た
のでは，より実態に即した比較は難しいからである。もっとも，頒暦数は時代が下るにつ
れ外地等における数も含めて集計されるのに対し（10），人口（11）は内地だけでの集計となって
いる。今回新たに追加する明治7年から22年の間の頒暦数については，外地が存在しない
時期にあたるため，外地での頒暦数は含まれておらず，対人口比の数値はそのまま使用し
ても大きな誤差はないと考えている（ハワイなどにおける頒暦の有無は当該期において不
明）。しかし明治33年以降は，頒暦数に外地等の分も含まれているため，本来ならば内地の
分のみに調整する必要がある。そこで内地での頒暦数がわかる大正元年から昭和16年ま
では、対人口比は頒暦数（内地）／人口（内地）で試算し直し、残りの明治33年から44年
と昭和17年から20年については数値の調整を行っていない。とはいえ頒暦数の対人口比
のおおよその傾向は把握可能であるので，ここでは上記に留意した上で，あくまで傾向と
いう視点からグラフ化を試みた（12）。
図表3は，年別の対人口比をグラフにしたものである。一見して，頒暦比率の高い山が
二つに分かれていることがわかる。明治13年から15年ごろと，頒暦数が増大していた昭
和17年から20年である。第一の山である明治前半は，対人口比が軒並み4%を超えている
うえに，明治13年から15年は5%を超え，明治14年には6.36%にまで上っている。これは，
第二の山である昭和16年から20年にかけての期間に比肩する値である。西内は，「明治11
年頃の頒布の事情からして，神宮暦のピークである昭和18年の498万（人口比率，約5%）
よりも，人口比率において，遥かに多かったことは，間違いない」（13）としており，当該期の
頒暦比率（対人口比）が高かったことを指摘している。本稿とは推計値に差異があるが，本
（9）  昭和8年だけ頒暦数140万と140万台となっているが，この時期は少ない傾向にある。
（10）  ハワイや居留地での頒暦も含まれるため、外地「等」とした。外地での頒暦数は、昭和17年の約47万部を最高
値として（鈴木義一「頒布大麻及び暦について」『神宮・明治百年史　補遺』神宮司庁、1971年、228頁）、そこ
に至るまで増加する傾向にある。
（11）  総務省統計局「男女別人口・人口増減及び人口密度」（http://www.stat.go.jp/data/chouki/02.htm）（2015年1
月25日最終閲覧）によった。これは、明治5年からの内務省統計局の調査，大正9年以降5年ごとに行われた
国勢調査にもとづいた推計人口である。大正8年以前は各年1月1日現在，大正9年以降は各年10月1日現在
の人口である。
（12）  詳細は図表6を参照のこと。残念ながら大正13年、14年については内地での頒暦数が不明である。時代が下
るにつれ外地での頒暦数が増加し、昭和16年での外地での頒暦数は全体の16％にものぼり、判明している期
間の中で最大を示した。昭和17年以降は外地での頒暦数を含めて対人口比を算出しているため、本来はより
低い数値となるはずであるが、ここではあくまでも傾向を示すものとして、そのままグラフ化した。
（13）  西内，前掲論文，15頁。
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稿での調査からも明治初期から中期にかけての人口あたりの頒暦数は相対的に高い数値で
推移していたことが確認されたといえる（14）。また，第二の山である昭和の戦中期は，昭和
17年に明治36年以来初めて頒暦数の対人口比が4%を超え，急激な増加を見せ始めている
時期である。そして頒暦数でも最高値を記録した昭和18年が，対人口比でも6%を遥かに
超えてピークを迎えている。
３．暦に対する高い需要―明治初期から中期
かつての暦は，個人が所有するというよりも，「深山絶海の僻邑遐村ニ至テハ或ハ十戸或
ハ二十戸ニシテ一篇ノ暦ヲ交互流用スルモノ亦尠ナシトセザ」（15）るとあるように，近隣の
家で共有される場合もあったほどだから，一戸につき暦は一つで十分間にあったろうと思
われる。とすれば当時の頒暦状況を捉えるにあたって，戸数を単位としてどの程度暦が所
持されていたかという対戸数比が，頒布状況を知る上でより適切な指標であるといわねば
ならない。すでに頒暦数の対人口比から明らかにしたように，明治13年から15年の期間
は相対的に多くの人が暦を手にしていたが，戸数比での頒暦状況はいかなるものであった
だろうか。ここでは，明治7年から22年の戸数あたりの頒暦状況を，図表4の表にまとめ
た（16）。この表によると，明治15年の28.9%が最大値であることがわかる。これは当時，戸の
（14）  とはいえ，旧幕時代暦本頒布数については「ざっと推定しただけでも，三百万はくだらなかったと考えられる」
（渡邉，前掲書，423頁）とあるように，江戸時代と比較するとその数は激減しているとの指摘がある。ただし，
暦の需要にあまり変化はないとする見方もありうる（岡田芳朗『明治改暦――「時」の文明開化』大修館
書店，1994年，219 ～ 220頁）。
（15）  前掲『内務省第1回年報』1876年，137頁。
（16）  当該期の戸数は前掲『大日本帝国内務省統計報告』に拠る。残念ながら明治10年から明治14年の戸数が本統
計からは不明である。
図表3　暦の頒布状況・対人口比（％）
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約3割弱が暦を所持していたことを意味している。一方，最小値は明治20年の16.5%であ
る。頒暦状況に多少の変動はあるものの，当該期はおおよそ2割の戸で暦が所持されてい
たとまとめることができよう。
ところで大きく分類すると暦には，細かな情報の記載が見られる冊子形式の「本暦」と，
それに準ずる「略本暦」，そして一枚紙でできた「一枚摺略暦」があった。上記はこの内，本
暦と略本暦のみの頒暦数で計算したものである。さらに明治15年までであれば，これ以外
にも，内務省の報告書（17）に一枚摺略暦（18）の頒暦数が掲載されている（19）。図表5に，明治7
年から明治15年の一枚摺略暦も含めた頒暦数の内訳についてまとめた。
明治15年を例にとると，本暦が10,472部，略本暦が2,185,946部，そして一枚摺略暦が
4,312,726枚となっており，合算すると6,509,154部となる（20）。既に述べたように，明治15年
には28.9%の戸が本暦か略本暦を所持していたと推計される。ここに一枚摺略暦を加える
と，驚くべきことに85.5%の戸で（明治15年の戸数は約761万戸）暦を所持している計算と
なる。ちなみに同じことを明治9年で見ると，32.6%の戸が暦を所持していた計算となる。
明治15年は一枚摺略暦の頒暦数がきわめて多いため，暦の戸数割の比率は高くなってい
る。本暦や略本暦を所持している戸で、一枚摺略暦をも所持しているという重複ケースも
あったであろうから多少は割り引いて考えなければならないが、明治9年の内務省の報告
（17）  前掲『大日本帝国内務省統計報告』。
（18）  紙一枚でできた暦で，柱暦などと呼ばれる。
（19）  明治16年以降は神宮が頒暦権を掌握した一方で一枚摺略暦については何人でも出版自由となったため，一枚
摺略暦についての数値は不明である。明治15年4月26日付太政官布達第8号，「本暦並ニ略本暦ハ明治十六年
ヨリ伊勢神宮ニ於テ頒布セシムベシ，一枚摺略暦ハ明治十六年暦ヨリ何人ニ限ラズ出版条例ニ準據シテ出版
スルコトヲ得」による（『公文類聚』第六編，明治15年，第1巻）。
（20）  本暦と略本暦の合計が2,196,418部であり，頒暦数として示した概数220万部となる。
図表4　暦の頒布状況・対戸数比
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で「民間ノ実況ニ至テハ全国ノ人家毎戸暦ヲ看用セザル者ナキノ割合トナルベシ」（21）とあ
るのも当該期の頒暦状況を過剰に評しているとは言い切れない結果となった。
図表5に見るとおり，明治15年までの頒暦数の内訳は，本暦のそれは非常に少なく，
略本暦と一枚摺略暦に需要の大半があった（22）。例えば明治12年には，略本暦の頒暦数は
1,726,845 部，一枚摺略暦は1,764,232 枚であったが，本暦は35,125 部にすぎず略本暦の2%
ほどである。一枚摺略暦についていえば，明治12年に略本暦の頒暦数を初めて超えたが，
同13年，同14年と260万部近くへと増加し，同15年には約430万部に達している。この後，
明治15年太政官布達第8号により，明治16年暦から一枚摺略暦のみ「何人ニ限ラズ出版条
例ニ準據シテ出版スルコトヲ得」（23）ることとなり，頒布が自由化されることとなった。そ
のため，明治16年以降の政府刊行物には一枚摺略暦の頒暦数が掲載されていない。
これ以降，一枚摺略暦はどうなったのだろうか。以前はあらゆる形式の暦の頒布におい
て官許が必要だったところを，一枚摺略暦だけとはいえ頒布の自由が認められたという
のは暦の歴史上画期的な出来事であった。この自由化に目をつけたのが大阪商人である。
彼らによって，江戸時代から商店や商品の広告媒体として存在した引札，いわゆるチラシ
に暦を掲載した「引札暦」が大阪を中心として大量に作られるようになったといわれてい
る（24）。引札暦には暦の他に，商店の屋号などが掲載された。引札暦は年末年始に配布され，
年間を通じて家の壁に飾られる場合が多いため，広告をする側にとって良い宣伝になった
こともそれに拍車をかけた。このようにして引札暦の数は，もともと一枚摺略暦の需要が
多かったことも手伝い，爆発的に増大していった。その後も暦は広告媒体として機能し続
け，明治後半には「日めくり」，そして「（洋風の）カレンダー」という新たな広告媒体を生
み出していった。明治16年から，本暦や略本暦の頒暦数が減少したことには，こうした頒
暦の自由化と人々の多様な欲求が関わっていると思われる。
（21）  前掲『内務省第1回年報』明治9年，137頁。
（22）  略本暦に対して本暦の頒暦数が非常に少ない傾向は，少なくとも終戦時までは継続している。
（23）  荒川敏彦・下村育世「戦後日本における暦の再編（１）―「迷信的」暦註の禁止と復活」『千葉商大紀要』第
51巻第2号，2014年，参照のこと。
（24）  林信二郎『生きているコヨミ』1953年。荒川・下村、前掲論文、49頁、図9。
図表5　頒暦数の内訳
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４．戦時下の頒暦
ではその後，大正年間以降終戦時までは，どのくらいの戸で暦が所持されていたのだろ
うか。まず，『神宮便覧』（25）などに記載されている頒暦の戸数比の数値（26）をもとに，この時
期の頒暦数の概略を示しておく（27）。図表6は，1戸あたりの頒暦の割合について，大正元年
から昭和16年の期間についてまとめたものである。
この期間におけるピークは，大正元年，同10年，11年であり，15%ほどの戸で暦を所持
している計算である。最も少ないのは昭和8年から12年であり，10%を切っている。昭和8
年の頒暦数が低迷していたことについては，頒暦を所轄する神宮神部署が「戸数千戸ニ対
シ大麻ハ五百一暦ハ九十七ニ過ギズ」（28）と危機感を表明している。ここからは，124万部程
度の頒暦数では，頒暦当事者にとって憂慮すべき事態だと認識されていたことが窺える。
繰り返し述べてきたように，頒暦の数は，昭和16年から20年あたりでピークを迎える。
しかし，頒暦数が飛躍的に伸長し始め200万部を超えた昭和16年ですら，暦を所持してい
る戸の割合は，わずか13.2%である。これは先に示した明治初期から中期にかけての最低
値（明治20年の16.5%）をも下回る数値である。特筆すべき頒暦数を記録した昭和16年か
ら20年の時期のすべての年の戸数を正確に示せないのは残念だが，当時の戸数はおよそ
1500万戸であったことを考えると，昭和17年には全国（内地のみ）の2割以上の戸で暦が
所持されていた計算になる。そして戦前の最高頒暦数を示した昭和18年では対戸数比で3
割以上の所持率となった。
神宮神部署は大麻の配布も主管しているが，この年は大麻も全国（内地）の9割6厘の戸
において配布したと記録されており（29），国家総動員体制の戦時下の特殊な状況が現れてい
る。戦時下の状況との関連については，当時の祭務官補が，昭和16年から20年における福
島県での大麻の頒布状況に関する次のような回想が参考になる。「その頃は国家神道の旺
盛な時期であったから，いろいろの自治体の機関を通し，又その頃は隣組というものが出
来て居って，頒布には左程骨折らずに実によく徹底したものである。併し中にはあくまで
辞退する家も若干あった。福島県の場合は，その当時三十三万世帯で三十二万体余（30）の頒
布であったと記憶している」（31）。これが正しければ，当時の福島県では約9割6分の世帯に
大麻が行きわたっていたことになる。緊迫した戦時下で，自治体や隣組という身近で緊密
な組織を通じて暦や大麻が頒布された結果，それらの「拝受」と「辞退」が特別な意味合い
（25）  前掲『神宮大麻及暦頒布統計表』，前掲『神宮大麻及暦拝受統計表』も参照。頒暦数（内地）を内地の戸数で割っ
た数値が示されている。
（26）  「戸数千に対する頒布歩合」が全ての年においてとはいえないが掲載されている。
（27）  戸数については，次第に地方から都市への人口流入などが増加していくことにより，大正期以降になるとそ
の実態の把握が困難になるという弊害がでてきた。そのため「世帯数」といった概念が導入されていくことか
らも，年次によって扱いが異なり，指標として長期間にわたっての統一的な扱いが難しい。ちなみに「世帯」
とは，国勢調査（大正9年より5年ごとに実施）の定義によれば，「住居と生計をともにする人々の集まり」お
よび「一戸を構えて住んでいる単身者」である。
（28）  神宮神部署「神宮大麻及暦頒布関係例規」1934年，41頁。
（29）  鈴木，前掲論文，224頁。
（30）  大麻についてである。
（31）  阿部信「神宮大麻・暦頒布の今昔」，神宮司庁『瑞垣』第58号，1962年9月，40頁。
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をもって受け取られ，頒暦数が爆発的な伸長を示したと考えられる。
ところで戸単位での頒暦数に地域的な偏りはあったのだろうか。これに関して，大正元
年，同5年，同10~12年，昭和3 ～ 16年と限定的ではあるが，対戸数比についての府県別
の資料がある（図表7）（32）。
これによると，戸単位の頒暦の多寡が，地域ごとにある特定の傾向をもっていることが
（32）  前掲『神宮便覧』1925年，および前掲『神宮大麻及暦頒布統計表』と前掲『神宮大麻及暦拝受統計表』に拠る。
図表6　頒暦数・対人口比・対戸数比　（大正・昭和初期）
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わかる（33）。頒暦率が高い地域（2割以上）は青森，秋田，宮城，岩手，三重，奈良，佐賀，熊
本（34）であり，なかでも秋田，岩手，宮城，熊本などは3割以上の戸において暦が所持されて
いる。一方，暦の所持率が低い地域（1割以下）は埼玉，神奈川，茨城，群馬，京都，鳥取，島
根，徳島，沖縄であった。ここから，主に東北地方と三重・奈良県の近畿南部，そして熊本・
佐賀・鹿児島といった九州地方に高く，関東と山陰・山陽地方，そして四国地方，沖縄で
低い傾向がある。
地域によって戸あたりの暦の頒布率に相当な開きがあることがわかり，これらの背景に
は「偽暦」が手に入りやすい地域か否か，あるいは隣組の組織の強弱，中央政府に対する距
離，神宮への崇敬の念の強弱や伊勢信仰の有無などの要因が考えられるだろう。同じ古都
でありながら，奈良は上位８位（24.6％）であり，京都は下から４番目（4.0％）の頒暦率と
なっているのも興味深い。その他，沖縄の頒暦率の低さの要因や，東北の諸県の頒暦率が
高い要因，「偽暦」の発行が多かったと思われる東京よりも神奈川，千葉，埼玉といった東
京近郊の県の方がはるかに頒暦率が低いことなど，興味深い点は多々ある。外地の頒暦も
含め，これらの問題については今後の課題としたい。
５．小括
本稿では，主に官暦を中心として，明治から戦前までの頒暦数について調査した結果を
検討してきた。以上を簡単に振り返っておきたい。
（33）  例として昭和3年の戸あたりの頒暦比率を表にした。
（34）  昭和年間に入ると，鹿児島も急激に比率が高くなる。逆に北海道は大正期は高比率だが，昭和期に入ると低く
なっていく。また福岡も高比率が続く年間がある。
図表7　　頒暦の対戸数比（都道府県別，昭和3年）
─97─
明治初期から終戦時までの頒暦数は，150万から180万部前後の年が多い。昭和16年か
ら20年にかけては頒暦数が急激に伸長し，昭和18年に498万部という最高値を記録して
いる。他にも頒暦数が多い年は，時代は遡るが，明治14年，15年であり，共に200万部を超
えている。翌明治16年に頒暦数は激減するが，これは同年から「神宮暦」時代に入り，一枚
摺略暦が自由化されたことに一因があると考えられ，暦全体の需要が小さくなったと即断
できるものではない。つまり神宮暦が官暦になって以降は，一枚摺略暦がより入手しやす
くなり暦に対する需要は満たされやすくなったと考えられるが，神宮暦の需要は一定の大
きさがあったこともまた否定し得ない。神宮暦の頒暦数が相対的に少ない年でも130万部
前後の部数は出ており，100万部を下回ることはないからである。
頒暦数の対人口比については，相対的に高い時期が2回あった。明治13年から15年ごろ
と，前述の昭和17年から20年の時期である。後者は頒暦数が多いため対人口比も高いこと
は容易に想像されるが，頒暦数では後者（戦中末期の山）に及ばない前者（明治期の山）が，
対人口比では後者と比肩するほどの高い数値を示したことは注目すべきである。すでに西
内により，明治11年頃の頒暦数の対人口比が高い可能性が指摘されていたが，実際の頒暦
数が不明であったため，推測の域を出なかった。しかし本稿の調査で，明治初期から中期
にかけての人口あたりの頒暦数は相対的に高い数値で推移していたことが確認された。
さらに明治7年から明治22年の期間において（残念ながら不明の年もあるが），どの程
度の戸数が暦を所持しているかについて調べたところ，全国の戸数の2割にあたることが
わかった。この頒暦の対戸数比は，『神宮便覧』などに拠り調査した大正元年から昭和16年
のそれよりも，調査できた全ての年において高い数値を示している。本暦と略本暦だけで
なく，一枚摺略暦を加えて試算しなおすと，明治期前半の暦の需要の大きさは一層際立つ。
明治15年の一枚摺略暦も加えた頒暦の対戸数比は85.5%であり，8割以上の戸で暦が所有
されていた計算になるのである。
とはいえ，この時期の方が大正元年から昭和16年よりも暦の需要が高かったとは言い切
れない。時代が下るにつれて，人々の需要を満たす暦の選択肢が増えていったことも考え
られるからである。例えば，筆者らが先の論考（35）で問題にした「偽暦」はもちろんのこと，
日めくりやカレンダーの存在も見逃せない。時代とともに，神宮暦は「暦」に対する需要を
満たす一つの選択肢となっていった可能性がある。
なお本暦と略本暦の需要についていえば，終戦時まで一貫して本暦の頒布数は極めて少
ない。とりわけ明治16年以降については一枚摺略暦は「官暦」でなくなるため，人々が手
にしていた「官暦」と言えば略本暦を指していたと言っても過言ではない。
頒暦の対戸数比は，頒暦数の急激な伸長を示した昭和16年から20年にかけて再度大幅
に高くなり，最高値を示した昭和18年には3割以上の戸において暦を所持していた計算に
なる。これは国家総動員体制の戦時下の特殊な状況によるものと考えられる。この時期は，
各地の自治体などの公的機関，隣組のような組織を通じての配布がなされており，暦の受
け取りを「拝受」と表現したことからも，受け取りを辞退することそのものが難しい状況
であったと想像されるからである。それはまた，「偽暦」の排除・取り締まりが徹底されて
いく時期でもあった（36）。
（35）  荒川・下村，前掲論文。
（36）  荒川・下村，前掲論文，52 ～ 54頁。
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また頒暦の対戸数比についても，地域によってある特定の傾向が確認された。東北地方
や三重・奈良県の近畿南部，そして熊本・佐賀・鹿児島といった九州地方に高く，関東地
方，山陰・山陽地方，そして四国地方，沖縄などで低い傾向があったのである。この背景に
は隣組組織の紐帯の強弱などさまざまに考えられるが，今後の課題としたい。
以上，これまで資料が未発見とされた明治初期から中期にかけての頒暦状況について，
公的記録に基づき，他の時期との比較の中で明らかにした。本稿では「官暦」の頒暦数を
主題化し，多くの事実を提示しえたと考えるが，とはいえ実際にどのような層が暦を受け
取っていたかは未だ不明である。そのためには地域ごとの頒暦状況を一層詳しく解明する
必要がある。これもまた今後の課題である。
※本稿はJSPS科研費 26770028（研究代表者：下村育世）による研究成果の一部である。
 （2015.1.27受稿，2015.3.2受理）
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〔抄　録〕
本稿では，（伊勢）神宮から頒布された本暦・略本暦などの「官暦」に関し，明治から戦
前までの頒暦数について調査した結果を検討した。これまで不明とされていた明治7年か
ら明治22年までの頒暦数を明らかにし，明治初期から終戦時までの頒暦数を通時代的に
概観可能にできたことは，大きな成果である。戦前期の頒暦数はおよそ150万から180万
部前後の年が多く、少ない年でも100万部は超えており、暦には大きな需要のあったこと
が分かる。なかでも，200万部を超える時期が大きく２回ある。明治16年から一枚摺略暦
の発行が自由化され「神宮暦」時代となるが、その直前の明治14年～ 15年と，昭和16年～
20年である。とくに戦中期は多く，昭和18年には498万部を記録している。
明治初期から中期の頒暦数を明らかにしたことによって，従来は推測の域を出なかった
「神宮暦」以前の頒暦数の対人口比の高さを明示することができた。さらに，明治7年から
明治22年の対戸数比も試算した。それによるとこの時期，暦は全国の約2割の戸数に頒布
されており，対戸数比では，大正元年から昭和16年の値よりも高い。本暦と略本暦に一枚
摺略暦を加えた試算では，明治期前半の暦の需要がきわめて大きいものであったことが分
かる。明治15年の一枚摺略暦も加えた頒暦の対戸数比は85.5%であり，本暦および略本暦
と一枚摺略暦との多少の重複を割り引いて考えても、約8割の戸で暦が所有されていた計
算になる。
頒暦の対戸数比は，頒暦数の急激な伸長を示した昭和16年から20年にかけて再度大幅
に高くなり，最高値を示した昭和18年には3割以上の戸において暦を所持していた計算に
なる。そこには，国家総動員体制の戦時下で自治体や隣組を通じて暦の頒布がなされたと
いう要因も強く作用したと思われる。
また頒暦比率の地域的傾向も確認された。東北地方や三重・奈良県の近畿南部，そして
熊本・佐賀・鹿児島といった九州地方で高く，関東地方，山陰・山陽地方，そして四国地方，
沖縄などで低い傾向が見られた。背景にはさまざまな要因が考えられるが，その考察は今
後の課題である。
